
うるま市告示第１４４号 

 うるま市離島患者等通院費等支援事業助成金交付要綱の一部を改正する告示を次の

ように定める。 

 

  令和８年８月２０日 

うるま市長 中村 正人  

 

 

うるま市離島患者等通院費等支援事業助成金交付要綱の一部を改正する告示 

 

 うるま市離島患者等通院費等支援事業助成金交付要綱（令和５年うるま市告示第４１

号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表第１中 

「 

新型コロナウイルス感

染症患者等 

 

 

新型コロナウイルス感染症

と診断された者及び新型コ

ロナウイルス感染の疑いが

あり、検査を受ける者 

島外医療施設への、新型コ

ロナウイルス感染症に係る

検査及び治療を受けるため

の通院とする。 

重度障がい者（児） 次の各号のいずれかに該当

する者 

（１） 身体障害者福祉法

（昭和２４年法律第２８

３号）の規定により身体

障害者手帳の交付を受け

た者で、その障害の程度

が身体障害者福祉法施行

規則（昭和２５年厚生労

働省令第１５号）に定め

る身体障害者障害程度等

級表の１級又は２級に該

当する者 

（２） 沖縄県療育手帳制 

医師が当該医療機関での治

療が必要と認める通院。な

お、当該通院を要するとの

医師の意見書を添付するこ

と。 

  



 度により療育手帳の交付を

受けている者で、その知

的障害の程度が最重度

（Ａ１）又は重度（Ａ

２）に該当する者 

（３） 精神保健及び精神

障害者福祉に関する法律

（昭和２５年法律第１２

３号）の規定により精神

障害者保健福祉手帳の交

付を受けている者で、そ

の障害の程度が１級に該

当する者 

 

上記の患者の付添人 上記の離島患者等の親権を

行う者、配偶者、扶養義務

者、後見人、保佐人、補助

人その他離島患者等を現に

看護する者であって、当該

医療施設への通院に同行

し、支援する者。なお、付

添人は、離島患者等が、未

成年者、介護保険法（平成

９年法律第１２３号）にお

ける要介護若しくは要支援

者又は医師が通院のために

必要であると認めるもので

あって、うるま市が付き添

いを要すると認めたものに

限り、１名までを対象とす

る。 

 

                                     」を 



「 

重度障がい者（児） 次の各号のいずれかに該当

する者 

（１） 身体障害者福祉法

（昭和２４年法律第２８

３号）の規定により身体

障害者手帳の交付を受け

た者で、その障害の程度

が身体障害者福祉法施行

規則（昭和２５年厚生労

働省令第１５号）に定め

る身体障害者障害程度等

級表の１級又は２級に該

当する者 

（２） 沖縄県療育手帳制

度により療育手帳の交付

を受けている者で、その

知的障害の程度が最重度

（Ａ１）又は重度（Ａ

２）に該当する者 

（３） 精神保健及び精神

障害者福祉に関する法律

（昭和２５年法律第１２

３号）の規定により精神

障害者保健福祉手帳の交

付を受けている者で、そ

の障害の程度が１級に該

当する者 

医師が当該医療機関での治

療が必要と認める通院。な

お、当該通院を要するとの

医師の意見書を 

添付すること。 

上記の患者の付添人 上記の離島患者等の島外医

療施設への通院に同行し、

支援する者として市が認め

るもの。なお、付添人は、 

 



 離島患者等が、未成年者、

介護保険法（平成９年法律

第１２３号）における要介

護者若しくは要支援者又は

医師が通院のために必要で

あると認める者であって、

市が付き添いを要すると認

めるものに限り、１名まで

（離島患者等が１８歳未満

の場合は２名まで）を対象

とする。 

 

                                     」に 

改める。 

 

 別表第２中 

「 

補助対象経費 基準額 

うるま市が離島患者等

に対し、通院費として

助成する経費であっ

て、次に掲げる経費 

航路運賃、宿泊費 

航路運賃 

「沖縄県離島住民等交通コスト負担軽減事業に関する

協定書」等に基づき事業者が定める離島住民向け運賃

の８割相当額（１円未満の端数が生じた場合は、これ

を切り捨てるものとする。） 

宿泊費 

１泊当たり５，０００円とし、これに補助対象となる

通院に係る必要最低限の宿泊数を乗じて得た額。ただ

し、各年度２５，０００円を限度とする。 

                                     」を 

「 

補助対象経費 基準額 

うるま市が離島患者等 航路運賃 



に対し、通院費として

助成する経費であっ

て、次に掲げる経費 

航路運賃、宿泊費 

「沖縄県離島住民等交通コスト負担軽減事業に関する

協定書」等に基づき事業者が定める離島住民向け運賃

の８割相当額（１円未満の端数が生じた場合は、これ

を切り捨てるものとする。） 

宿泊費 

１泊当たり7，０００円とし、これに補助対象となる通

院に係る必要最低限の宿泊数を乗じて得た額。 

                                     」に 

改める。 

 

様式第１号中 

「 

区分 

□がん治療 □小児慢性特定疾病 □指定難病又は特定疾患 

□妊産婦健診 □出産 □生殖補助医療 □新型コロナウイルス

感染症患者 □子宮頸がん予防ワクチン接種後の反応（疑いを含

む）に係る治療（ＨＰＶ）□重度障がい者（児） 

□その他（                    ） 

                                     」を 

「 

区分 

□がん治療 □小児慢性特定疾病 □指定難病又は特定疾患 

□妊産婦健診 □出産 □生殖補助医療 □子宮頸がん予防ワク

チン接種後の反応（疑いを含む）に係る治療（ＨＰＶ） 

□重度障がい者（児） 

□その他（                    ） 

                                     」に

改める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和８年８月２０日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この告示による改正後のうるま市離島患者等通院費等支援事業助成金交付要綱の

規定は、この告示の施行の日以後に申請するものについて適用し、同日前に申請した

ものについて、なお従前の例による。 


